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自己紹介

太田昭和監査法人（現 EY新日本有限責任監査法人）入所後、主として、大手化学
メーカー等の製造業の会計監査を担当しつつ、ライフサイエンス関連企業やIT関連企業をは
じめとする多くの株式上場を支援。2003年より産学連携支援を開始し、大学や研究機関と
の間に大学等発ベンチャー支援の包括契約を行うなど数多くの大学等発ベンチャーの立ち上
げや成⾧支援に関与。2019年7月に独立開業。現在は、テクノロジー関連企業の支援に
注力する他、中央省庁等のイノベーション関連施策に外部委員として数多く携わっている。

【主な業務内容】

► コンサルティング

► スタートアップ向け

► 大学・研究機関向け

► VC・大企業等投資家向け

► 地方自治体向け

► CFO養成プログラム

► CFO・管理業務受託

【経歴】

► 2019年7月 EDiX Professional Group 江戸川公認会計士
事務所 開業 代表パートナー

► 2015年7月 同法人 企業成⾧サポートセンター 副センター⾧

► 2010年7月 同法人 パートナー

► 1999年5月 公認会計士登録

► 1997年4月 太田昭和監査法人(現 EY新日本有限責任監査
法人)入所
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パネルディスカッション（前半）の対象

ガイドライン追補版3つの特徴

① 産学官連携を「コスト」ではなく「価値」への投資としてとらえ、「知」を価値付
け（値付け）する手法を整理

② 「組織」から大学発ベンチャーを含む「エコシステム」へと視点を拡大

③ 大学等と産業界の両者を対等なパートナーとして、産業界向けの記載を新
たに体系化
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知への価値づけ
１．価値を考慮したプライシングへ
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知への価値づけ
２．国等からの競争的資金と企業からの収入

 国等からの競争的資金

 大学が行う研究

 収入の性質:当該研究に係る経費の追加的な補助

 金額:直接経費＋間接経費（直接経費の一定比率）が合理的

 間接経費の使途:予算執行に係る規制
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知への価値づけ
２．国等からの競争的資金と企業からの収入

 競争的資金の間接経費の執行に係る共通指針

 間接経費の使途
 間接経費は、競争的資金を獲得した研究者の研究開発環境の改善や研究機関全体の

機能の向上に活用するために必要となる経費に充当する。具体的な項目は別表１に規
定する。

 報告
 被配分機関の⾧は、証拠書類を適切に保管した上で、毎年度の間接経費使用実績等

を翌年度の６月３０日までに、別紙様式により配分機関に報告すること。
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知への価値づけ
２．国等からの競争的資金と企業からの収入
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知への価値づけ
２．国等からの競争的資金と企業からの収入

 企業からの収入（共同研究契約等）

 企業の事業活動に関連した研究

 収入の性質:企業に対する支援の対価

 金額:コスト積み上げに限らず、提供する価値や交渉により多様な方式があり得る

 間接経費の使途:制限のない独自財源

①交渉時の料金設定の選択肢、②間接経費に係る予算運用の観点で、
国等からの競争的資金と切り離して仕組みを構築することが重要
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知への価値づけ
３．考えられる料金設定方法の代表例3つ＋α

 追補版3つの料金設定方法
① 総額方式
 料金総額を価値ベースで決定

② タイムチャージ方式
 直接コスト＋常勤教員の直接関与時間に対するタイムチャージ※＋間接コスト

③ コスト積み上げ方式
 直接コスト＋間接コスト（直接コスト×一定比率）

 成功報酬・成果報酬
 企業と共同研究契約を締結する際に、共同研究の成果に応じて、終了後に成功

報酬・成果報酬として受け取る契約を結ぶことも可能

※タイムチャージは直接コスト
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知への価値づけ
４．企業からの収入に係る料金、予算、会計の関係

 企業からの収入の場合、予算・会計上の直接経費・間接経費は、必ずしも企業向けに
積算した直接コスト、間接コストと一致させる必要はなく、総額から直接経費を引いた差
額が間接経費（相当額）となる。
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知への価値づけ
５．タイムチャージレートの一例

 設例
 年間人件費(A) :1,500万円
 年間労働時間(B) :1,500時間
 A/B(C) :10,000円

 研究時間の割合
 100%

 20%(D)

 研究時間の割合考慮後
 C/D :50,000円

研究

研究 管理・間接
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～本件に関するお問い合わせ先～

EDiX Professional Group
江戸川公認会計士事務所
代表パートナー 公認会計士 江戸川 泰路

107-0062
東京都港区南青山二丁目２番８号 DFビル５階
taiji.edogawa@edix.tokyo


